
地方自治法の一部改正により、市町村の収入役が

廃止され、新たに会計管理者を置くこととされまし

たが、市町村で構成される一部事務組合については

どのように対応する必要がありますか。

また、従前から、多くの一部事務組合では、規約

により収入役を設置し、一部事務組合を構成する市

町村の収入役を一部事務組合の収入役として選任等

を行ってきましたが、上記の一部改正法の施行後も、

市町村の会計管理者を一部事務組合の会計管理者と

することはできますか。

一部事務組合は、規約を変更し、会計管理者を置

く必要があります。

また、構成する市町村の会計管理者を一部事務組

合の会計管理者とすることは可能ですが、その場合、

職務専念義務等について留意が必要です。

１．地方自治法の改正について

地方自治法（以下「法」という。）の一部を改正す

る法律（平成１８年法律第５３号）が、平成１８年６月７

日に公布され、収入役制度の見直しに関する事項に

ついては、附則に定める経過措置を除き、平成１９年

４月１日から施行されます。

現行法では、会計事務の適正な執行を確保するた

め、収支に関する内部牽制制度として、長から職務

上独立した権限を有する会計機関（収入役）を設置

し、出納その他の会計事務を担うこととされていま

す。

しかしながら、収入役を置かないこととする市町

村が増加傾向にあるほか、出納事務の電算化等が進

む中で、収入役が本来の職務である会計事務とは直

接関係のない事務を担当している実態が見受けられ

ることなどから、今回の法改正により収入役制度を

廃止し、新たに会計管理者を置くこととされました

（改正法第１６８条第１項）。

２．一部事務組合の収入役の取扱について

今回の法改正により廃止される収入役は、市町村

だけではなく、特別地方公共団体である広域連合や

一部事務組合においても置かれている場合がありま

す。

地方公共団体の組合については、法律又はこれに基

づく政令に特別の定めがあるものを除き、普通地方公

共団体に関する規定が準用されますが（法第２９２条）、

「一部事務組合の執行機関の組織」については規約に

規定しなければならない事項とされています（法第

２８７条第１項第６号）。

この「執行機関」には補助機関も含まれると解さ

れることから、一部事務組合の収入役は、法の規定

により設置されるものではなく、各一部事務組合の

規約により設置されるものであり、今回の法改正に

より、自動的に収入役が廃止されるものではありま

せん。

３．一部事務組合の会計管理者について

今回の法改正により、市町村では会計管理者が設

置されますが、一部事務組合では、規約を変更しな

い限り会計管理者は設置されないこととなります。

現行法では人口１０万人未満の市と町村では、条例

により収入役を置かないことが可能ですが（法第１６８

条第２項、法施行令第１３２条の２）、今回の法改正で

は、すべての市町村で会計管理者を設置することが

規定されました。

これは、今回の法改正の基礎となった第２８次地方
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議会のあり方に関する答申」（平成１７年１２月１９日）に

おいて、「特別職としての出納長･収入役の制度は廃

止するものとするが、収入、支出、支出命令の確認

等一定の会計事務をつかさどる一般職としての補助

機関を置くなど、引き続き会計事務の適正な執行を

確保する仕組みが必要である。」とされ、今後とも、

独立の権限を有する会計機関を設置し、会計事務の

適正な執行を確保する必要があると判断されたこと

によるものと考えられます。

すべての市町村で会計管理者の設置が義務付けら

れた法改正の趣旨を踏まえると、一部事務組合にお

いても、市町村と同様に、規約を変更して会計管理

者を設置する必要があるものと解されます。また、

実際に、多くの一部事務組合では、会計事務の適正

な執行を確保するため、管理者から職務上独立した

権限を有する収入役を規約により設置していること

から、会計管理者を設置しないとすることは法の趣

旨にそぐわないものと言えます。

４．一部事務組合の会計管理者の選任等について

（１）一部事務組合職員からの選任

一部事務組合の会計管理者の選任方法は、「執行機

関の組織」と同様に、規約に規定しなければならな

い事項とされています（法第２８７条第１項第６号）。

既述のとおり一部事務組合においても、市町村と

同様に、会計管理者を設置する必要があると解され

るので、補助機関である職員のうちから管理者が専

任の会計管理者を命ずることが法の趣旨に沿った対

応であり（改正法第１６８条第２項）、その旨を規約に

規定することが最も妥当な措置と考えられます。

（２）一部事務組合を構成する市町村の会計管理者か

らの選任

しかし、現状では、規約に基づく選任等の手続に

より、構成する市町村の収入役が、一部事務組合の

収入役に就任する場合が多く見受けられます。これ

は、財政規模等から一部事務組合の収入役の業務が、

市町村の収入役の業務に比べて、より少なく断続的

なものであることや、収入役の職務が会計事務に関

する専門性・技術性を有しているなどの事情による

ものと思われます。

そこで、一部事務組合の財政規模、業務量などを

踏まえると、専任の会計管理者を置くことが適当で

ない場合も考えられるので、構成する市町村の会計

管理者を一部事務組合の会計管理者とする方法等を

検討する必要があります。

一部事務組合と当該一部事務組合を構成する市町

村の職員との兼職については、一部事務組合の性格

上必然的に要請されるものであることから可能と規

定されています（法第２８７条第２項）。

また、兼職する場合、財政規模等から一部事務組

合の収入役の業務は、市町村の収入役の業務に比べ

て、より少なく断続的なものとなることが見込まれ

ることから、一部事務組合における会計管理者の勤

務形態は、非常勤となるものと思われます。

一方で、当該一部事務組合を構成する市町村にお

いては、会計管理者は一般職の常勤職員となること

から、これまでの収入役の場合とは異なり、地方公

務員法上の職務専念義務（第３５条）や営利企業等の

従事制限（第３８条第１項）などが問題となります。

これらの点について以下で検討します。

①職務専念義務について

職務専念義務については、兼職が可能であった

としても当然に免除されるものではないので、市

町村の会計管理者が一部事務組合の会計管理者と

しての業務に従事する場合は、当該職員は条例等

により職務専念義務が免除される必要があります。

但し、職務専念義務は、職員に割振られた勤務

時間中にのみ課せられるものであることから（行

実Ｓ２６.１２.１２）、当該職員の勤務時間外にのみ一部

事務組合の会計管理者の業務に従事する場合は、

職務専念義務との関係は問題となりません。

②営利企業等の従事制限について

職務専念義務と営利企業等の従事制限は、それ

ぞれ目的が異なるものであり、一部事務組合の会

計管理者として当該職員に報酬が支給される場合

は、職務専念義務の免除等とは別に任命権者の許

可が必要となります。

また、営利企業等の従事制限は、職務専念義務

とは異なり、勤務時間の内外を問わず職員に適用

されるものであり（行実Ｓ２６.１２.１２）、当該職員の
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勤務時間外にのみ一部事務組合の会計管理者の業

務に従事する場合でも任命権者の許可が必要とな

ります。

なお、地方公務員法第３８条第１項の「報酬」と

は、給料、手当などの名称のいかんを問わず、労

働の対価として支給・給付されるものであり、旅

費等の実費弁償は「報酬」には当たらないと解さ

れるので、当該職員が実費弁償のみを受ける場合

は、任命権者の許可は必要ありません。

③給与の減額等について

一部事務組合の会計管理者として報酬が支給さ

れる場合は、給与がその勤務に対して支給される

ものという原則から、勤務しなかった時間に対す

る給与は減額するのが適当とされていますので

（行実Ｓ２６.３.１２等）、構成する市町村においては、

当該市町村の条例等に基づいて当該職員の給与が

減額されることとなります。

但し、一部事務組合の会計管理者としての業務

が、当該職員の勤務時間外にのみ行われ、これに

対して報酬を受ける場合は、重複給与の問題は生

じないこととなります。

なお、給与等が労働の対価たる性格を有してい

ることから、実際に勤務している期間については

一部事務組合が当該職員の給与等を負担すること

が適当と考えられますが、構成する市町村から受

ける給与との重複を避ける意味で条例で報酬を支

給しない旨を規定することや、調整措置を講じる

ことも可能と解されることから（行実Ｓ２７.６.１６、

Ｓ３０.９.１４）、各一部事務組合においては、会計管

理者の実際の勤務形態等に応じて、構成する市町

村と協議のうえ、会計管理者の給与負担、支給方

法等を決定する必要があります。

（大阪府総務部市町村課行政グループ）
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